
 

 

 

2026 年 3 月 19 日 

日本郵便株式会社 

  

  

 
 

 

 

日本郵便株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長 小池 信也、以下「日本郵便」）は、住所を

7桁の英数字で表現できる「デジタルアドレス」のビジネス版として、「ビジネスデジタルアドレス」を

2026年3月19日（木）より提供開始します。 

本サービスは、企業や個人事業主が自社のビジネス情報を登録・発信できるとともに、取引先の情報

を共通のコードで正確に取得・活用できる仕組みを提供するものです。 

住所に加え、社名、電話番号、会社ホームページURL、法人番号などを7桁の英数字に紐づけて一元管理

することで、企業間取引における情報入力や更新作業の負担を軽減し、分散しがちなデータの統合と活用

を促進します。ビジネス情報を円滑に発信・共有できる環境を整えることで、企業間の情報連携をより

効率的かつ正確なものへと進化させていきます。 

 

1 背景 

住所情報は、企業間のビジネスにおいても、顧客企業の情報管理や契約手続き、配送、営業、マーケテ

ィングなどの基盤となる極めて重要なデータです。 

しかし、現状の住所管理においては、事業所の住所表記のゆれや重複データの修正、さらには事業所

の移転に伴う情報の更新など、最新かつ正確な状態を維持するために多大な手間とコストが費やされて

います。 

また、日本の住所体系は区画を基準としているため、同一住所内に複数の建物やテナントが混在する

ケースや、広大の敷地に一つの住所しか割り当てられていないケースも多く、地点の特定を困難に

させています。 

こうした住所情報にまつわる課題は、企業間物流における誤配送やデータ整備に伴う作業負荷の増大

を招くだけでなく、部署や拠点ごとにデータが個別に管理される「情報のサイロ化」を引き起こす要因

となっており、全社的なデータ統合や DX（デジタルトランスフォーメーション）を推進する上での

大きな障壁となっています。 

「住所の品質」は、まさに「企業活動の品質」そのものに直結すると言っても過言ではありません。

こうした課題を背景に、日本郵便は、法人や個人事業主の住所をはじめとするビジネス情報を、より 

正確かつ効率的に管理・活用できる新たな社会基盤として、「ビジネスデジタルアドレス」の提供を

開始します。 

ビジネス向けに企業情報を高度化・連携する新サービス 

「ビジネスデジタルアドレス」の提供開始 

～住所を起点に企業データ管理と情報連携を高度化し、業務効率化と DX推進を加速～ 



 

2 「ビジネスデジタルアドレス」の特徴 

「ビジネスデジタルアドレス」は、法人・個人事業主を対象に、住所情報にとどまらず、社名、社名カナ、

電話番号、会社ホームページ（URL）、法人番号など、ビジネスに関する複数の情報を7桁の英数字で表現

できるサービスです。無料で取得・利用ができ、登記上の本店所在地に限らず、オフィスや店舗などの

所在地も柔軟に登録することが可能です。企業のビジネス情報をワンストップで取得・管理できるため、

さまざまな業務領域での活用が可能となり、業務効率の向上や管理コストの削減を実現します。 

 

3 「ビジネスデジタルアドレス」の今後の展開 

今後、取得できる情報や管理可能な範囲を拡張するなど、利便性と活用の幅を一層広げてまいります。

また、2026年1月に発足した「デジタルアドレス・オープンイノベーション」コンソーシアム※1の

共創パートナーとの連携をはじめ、さまざまな業界・業務へ領域を広げ、「ビジネスデジタルアドレス」の

活用拡大を目指します。 

住所を起点とした情報活用の可能性を広げることで、企業間取引や顧客接点における利便性向上を

図り、企業の DX 推進と新たな価値創出に貢献してまいります。 
 
※1：「産学官連携・業界横断で、住所の DX を加速 共創型コンソーシアム「デジタルアドレス・オープンイノベーション」が発足」 

   （2026年1月23日プレスリリース） 

 

4 「デジタルアドレス」について 

 

日本郵便では、住所にまつわるさまざまな体験が、より便利になる未来を

目指し、「住所を、もっと便利に。」というコンセプトのもと、「住所の DX」

に挑戦しています。その取り組みの一環として、2025年5月から「デジタル

アドレス」のサービス提供を開始しました。 

「デジタルアドレス」には、以下の特徴があります。 

 

■ 住所※2を 7 桁の英数字で表現 

長い住所を手書きしたり、Web サイトで入力したりする必要がなく、7 桁の英数字の「デジタル 

アドレス」を入力するだけで、事前に登録した住所と連携します。日常の住所記入の負担を軽減し、

よりスムーズな情報入力を実現します。 
 

※2：日本郵便が提供する「ゆう ID」に登録された住所 
 

■ 同じ「デジタルアドレス」を引越し後もそのまま使える 

「デジタルアドレス」は、住所そのものではなく、個人の「ゆう ID」に紐づいています。引越し 

などで実際の住所が変更になった場合でも、登録している住所を変更するだけで、同じ「デジタル

アドレス」を使い続けることができ、家族や友人、各種サービス提供者との情報共有もよりスムーズに

なります。 

 

■ プライバシーに配慮された安心・安全な仕組み 

「デジタルアドレス」は、7 桁の英数字という構造上、地理的な場所や同居者の情報などが直接 

含まれておりません。また、「デジタルアドレス」から名前を特定したり、逆に名前や住所から

「デジタルアドレス」を検索したりすることはできない設計となっています。 

 

（参考） 

■ビジネスデジタルアドレス 紹介サイト 

■デジタルアドレス 紹介サイト 

■デジタルアドレス・オープンイノベーションサイト 

■「デジタルアドレス」サービス開始プレスリリース 

■「郵便番号・デジタルアドレス API」プレスリリース  

 

 

https://www.post.japanpost.jp/notification/pressrelease/2026/00_honsha/0123_01_01.pdf
https://lp-biz.da.pf.japanpost.jp/
https://lp.da.pf.japanpost.jp/
https://co.da.pf.japanpost.jp/
https://www.post.japanpost.jp/notification/pressrelease/2025/00_honsha/0526_01.html
https://www.post.japanpost.jp/notification/pressrelease/2025/00_honsha/0526_02.html


■郵便局アプリ ダウンロード URL 

[App Store] 

   

[Google Play] 

  

■ゆう ID 紹介サイト 

■郵便局アプリ紹介サイト 

 

以 上 

 

【お客さまの問い合わせ先】 

郵便番号・デジタルアドレス for Biz 事務局 

 ※本サービスの運営は日本郵便株式会社から

株式会社 JP デジタルに委託しています。 

https://apps.apple.com/app/apple-store/id6450435935?pt=825569&ct=da_2601&mt=8
https://play.google.com/store/apps/details?id=jp.jppost.pfapp&referrer=utm_source%3Dweb%26utm_medium%3Dqr%26utm_term%3Dda_2601
https://lp.jpid.pf.japanpost.jp/
https://www.lp.jpapp.pf.japanpost.jp/
https://org.biz.sit.da.pf.japanpost.jp/contact

